
NO. 担当課 外線

適合性判定 予算措置

補助金名

補助金区分

創設年度 終期

効果目標

検証結果

○ 予算科目、財源、補助金の推移

款 項 目

歳出事業名

Ｒ８予算

Ｒ６ 1 1,216

Ｒ５ 1 1,216

Ｒ４ 1 1,216

上限額

特定財源

交付先

精算方法

実績確認

○ 団体運営補助の状況 ○ 補助対象経費に含まれる費用

○ -

-

-

有 -

-

1,216千円
決算額
（千円）

令和８年度 当初予算

-

鳥取市補助金カルテ

002 職員課 0857-30-8118

今後見直しが必要

団体運営費補助

県年金者連盟鳥取支部業務運営補助金

鳥取県市町村職員年金者連盟鳥取支部業務運営補助金

概要

鳥取県市町村職員年金者連盟鳥取市支部の運営費補助。

H13

総務費 総務管理費 人事管理費

R10年度末で効果検証

根拠法令 第１２次鳥取市総合計画（施策0103）効率的な行財政運営の推進

年金受給者の生活の安定と福祉の向上を図り、地域社会の発展に貢献させること。

件数

対象経費

交付決定の年度内に補助額を確定し、精算する。

交付対象事業の実施に要する経費　※事実実施に係る直接人件費以外の人件費（一般管理人件費）、交
際費、食糧費、使用料及び賃借料、積立金、その他総務部長が不適当と認める経費を除く

補助率・補助額 4分の1

Ｒ７
（見込）

1 1,216

交付要件

鳥取県市町村職員年金者連盟鳥取市支部

設定なし

なし（一般財源のみ）

○ 補助金交付対象、要件、方法

鳥取県市町村職員年金者連盟鳥取支部

交付対象経費×４分の1の金額または、1,216千円（平成23年度
から据置）のより低い金額

過去実績

Ｒ８予算
積算根拠

実績報告書に添付の領収書や事業内容が判別できる資料等で確認する。

交際費 出資金-

慶弔費 貸付金

飲食費 寄附金

懇親会費 他団体助成金

-

-

-

13.9%

-人件費 積立金団体運営費補助

運営費に占める
補助金の割合

繰越金の有無



○ 適合性チェック（適正化評価）

番号 判定

01-01 ○

01-02 ○

02-01 ×

02-02 ○

02-03 ○

02-04 ○

02-05 ○

02-06 -

02-07 -

02-08 ○

02-09 ○

公益性 03-01 ○

04-01 ×

04-02 ○

04-03 ○

2

13

合規性

３Ｅ

公益性

公平性

対象事業に公益上の必要
性はあるか。

特定の者の利益となっていない

３Ｅ

［経済性］
事務が経済的に行われ無
駄がないか。

今後見直しが必要

適正化の視点 基準

審査理由
効果目標の設定内容が事業の目的である。市の補助金額を超える繰越金がある。特定団体
への同額交付が複数年続いている。

-

4-1 上限据置での交付が続いているため。

評価／担当課 適切

今後の具体的な
改善方針

-

補助金の交付額は長期間固定化していない(過去3年
のうち、2回以上同額交付とはなっていない)

交付団体の事務局委任を受けていない（市担当課が
事務局を担っていない）

［透明性］
市民に対して事業の目的
や内容について広く公開
しているか。

不適合の数

評価対象項目数

適合性はないが、補助金を交付する合理的な理由

検証結果を公開している(市民に対して事業の目的
や内容を広く公開している)

公平性

［公平性］
事務執行が公平になされ
ているか。

-

-

審査／行財政改革課

合規性
事務が法令等に従って適
法に行われているかどう
か。

根拠となる「計画」や「法令」がある

補助金交付要綱等を設けている

［有効性］
所期の目的を達成し効果
を上げているか。

終期設定がある

効果目標の設定がある

交付先団体には補助金額を超える恒常的な資金(内
部留保資金)はない
※団体運営費補助の場合のみ判定

補助金の精算は交付年度と同一年度に行っている

実績報告に事業費を証する領収書等が添付されてい
る

原則として補助対象外とすべき経費（人件費、交際
費等）に補助金を交付していない

［効率性］
事務が効率的に行われ生
産性が高いか。

補助率は1/2以下である
※該当する場合、02-06と02-07は判定不要

補助率が1/2を超える合理的な理由がある

補助率は1/2を超えているが、上限額を設定してい
る



NO. 担当課 外線

適合性判定 予算措置

補助金名

補助金区分

創設年度 終期

効果目標

検証結果

○ 予算科目、財源、補助金の推移

款 項 目

歳出事業名

Ｒ８予算

Ｒ６ 1 664

Ｒ５ 1 545

Ｒ４ 1 504

上限額

特定財源

交付先

精算方法

実績確認

○ 団体運営補助の状況 ○ 補助対象経費に含まれる費用

非該当 -

-

-

- -

-

700千円
決算額
（千円）

令和８年度 当初予算

-

鳥取市補助金カルテ

003 職員課 0857-30-8118

今後見直しが必要

その他の事業費補助

福利厚生事業補助金

市役所傘踊振興会活動補助金

概要

市職員の厚生事業として、市役所傘踊振興会の活動費補助。

H18

総務費 総務管理費 人事管理費

R10年度末で効果検証

根拠法令 第１２次鳥取市総合計画（施策0103）効率的な行財政運営の推進

振興会に参加する者のうち、若年層（30歳未満）の割合50％を維持し、伝統文化としての祭りの持続性
を高め次世代への継承基盤を整える。

件数

対象経費

交付決定の年度内に補助額を確定し、精算する。

傘の購入に係る経費、車両等の装飾に係る経費、参加者への記念品等に係る経費、参加者の被服費、そ
の他市長が必要と認める経費

補助率・補助額 10分の10

Ｒ７
（見込）

1 723

交付要件

補助金の交付対象となる者は、市役所傘踊振興会とする。

設定なし

なし（一般財源のみ）

○ 補助金交付対象、要件、方法

市役所傘踊振興会

過去の実績より算出。

過去実績

Ｒ８予算
積算根拠

実績報告書に添付の領収書や事業内容が判別できる資料等で確認する。

交際費 出資金-

慶弔費 貸付金

飲食費 寄附金

懇親会費 他団体助成金

-

-

-

-

-人件費 積立金団体運営費補助

運営費に占める
補助金の割合

繰越金の有無



○ 適合性チェック（適正化評価） ※団体運営費補助ではない

番号 判定

01-01 ○

01-02 ○

02-01 -

02-02 ○

02-03 ○

02-04 ○

02-05 ×

02-06 ○

02-07 ×

02-08 ○

02-09 ○

公益性 03-01 ○

04-01 ○

04-02 ×

04-03 ○

3

14

合規性

３Ｅ

公益性

公平性

対象事業に公益上の必要
性はあるか。

特定の者の利益となっていない

３Ｅ

［経済性］
事務が経済的に行われ無
駄がないか。

今後見直しが必要

適正化の視点 基準

審査理由
補助率が1/2以上であり、上限額の設定がない。

-

4-2 市職員に対する厚生事業として行っているものであるため。

評価／担当課 適切

今後の具体的な
改善方針

-

補助金の交付額は長期間固定化していない(過去3年
のうち、2回以上同額交付とはなっていない)

交付団体の事務局委任を受けていない（市担当課が
事務局を担っていない）

［透明性］
市民に対して事業の目的
や内容について広く公開
しているか。

不適合の数

評価対象項目数

適合性はないが、補助金を交付する合理的な理由

検証結果を公開している(市民に対して事業の目的
や内容を広く公開している)

公平性

［公平性］
事務執行が公平になされ
ているか。

-

2-5 地方公務員法の規定に基づく厚生事業の一環として行われる活動を奨励し、職員の健康維持増進を
図ることを目的としているため。2-7 新規採用職員の研修事業としての側面を持ち、参加人数によって
事業費が変動する。上限額設定しないことで、参加人数に応じた過不足のない予算執行を徹底し、行政
コストの最適化を図っている。

審査／行財政改革課

合規性
事務が法令等に従って適
法に行われているかどう
か。

根拠となる「計画」や「法令」がある

補助金交付要綱等を設けている

［有効性］
所期の目的を達成し効果
を上げているか。

終期設定がある

効果目標の設定がある

交付先団体には補助金額を超える恒常的な資金(内
部留保資金)はない
※団体運営費補助の場合のみ判定

補助金の精算は交付年度と同一年度に行っている

実績報告に事業費を証する領収書等が添付されてい
る

原則として補助対象外とすべき経費（人件費、交際
費等）に補助金を交付していない

［効率性］
事務が効率的に行われ生
産性が高いか。

補助率は1/2以下である
※該当する場合、02-06と02-07は判定不要

補助率が1/2を超える合理的な理由がある

補助率は1/2を超えているが、上限額を設定してい
る



NO. 担当課 外線

適合性判定 予算措置

補助金名

補助金区分

創設年度 終期

効果目標

検証結果

○ 予算科目、財源、補助金の推移

款 項 目

歳出事業名

Ｒ８予算

Ｒ６ 5 87

Ｒ５ 9 85

Ｒ４ 8 150

上限額

特定財源

交付先

精算方法

実績確認

○ 団体運営補助の状況 ○ 補助対象経費に含まれる費用

非該当 -

-

-

- -

-

150千円
決算額
（千円）

令和８年度 当初予算

-

鳥取市補助金カルテ

004 職員課 0857-30-8118

今後見直しが必要

個人に対する補助

研修関係事務費

鳥取市職員通信教育等研修奨励金

概要

市職員が職場外研修において修了した通信教育等研修の受講料を補助。

H26

総務費 総務管理費 人事管理費

R10年度末で効果検証

根拠法令 第１２次鳥取市総合計画（施策0103）効率的な行財政運営の推進

職員の資質及び能力向上のための自己啓発を促進し、キャリア形成や昇任への意欲醸成につなげる。

件数

対象経費

事業完了後に申請するため、精算しない（申請時に実績等を確認）。

対象通信教育等研修の受講料（入学料を除く）

補助率・補助額 1/2(育休中に受講し終了した場合10/10)

Ｒ７
（見込）

5 95

交付要件

対象通信教育等研修を修了し、修了証又は単位認定証を授与された常勤の一般職の市職員

30千円

なし（一般財源のみ）

○ 補助金交付対象、要件、方法

個人

5件×30千円(上限額)

過去実績

Ｒ８予算
積算根拠

申請書兼請求書に添付の修了証等又は単位認定証の写し、受講・受験料の支払書類により確認する。

交際費 出資金-

慶弔費 貸付金

飲食費 寄附金

懇親会費 他団体助成金

-

-

-

-

-人件費 積立金団体運営費補助

運営費に占める
補助金の割合

繰越金の有無



○ 適合性チェック（適正化評価） ※団体運営費補助ではない

番号 判定

01-01 ○

01-02 ○

02-01 -

02-02 ○

02-03 ○

02-04 ○

02-05 ○

02-06 -

02-07 -

02-08 ○

02-09 ○

公益性 03-01 ○

04-01 ○

04-02 ○

04-03 ○

0

12

合規性

３Ｅ

公益性

公平性

対象事業に公益上の必要
性はあるか。

特定の者の利益となっていない

３Ｅ

［経済性］
事務が経済的に行われ無
駄がないか。

今後見直しが必要

適正化の視点 基準

審査理由
効果目標の設定内容が事業の目的である。

-

-

評価／担当課 適切

今後の具体的な
改善方針

-

補助金の交付額は長期間固定化していない(過去3年
のうち、2回以上同額交付とはなっていない)

交付団体の事務局委任を受けていない（市担当課が
事務局を担っていない）

［透明性］
市民に対して事業の目的
や内容について広く公開
しているか。

不適合の数

評価対象項目数

適合性はないが、補助金を交付する合理的な理由

検証結果を公開している(市民に対して事業の目的
や内容を広く公開している)

公平性

［公平性］
事務執行が公平になされ
ているか。

-

-

審査／行財政改革課

合規性
事務が法令等に従って適
法に行われているかどう
か。

根拠となる「計画」や「法令」がある

補助金交付要綱等を設けている

［有効性］
所期の目的を達成し効果
を上げているか。

終期設定がある

効果目標の設定がある

交付先団体には補助金額を超える恒常的な資金(内
部留保資金)はない
※団体運営費補助の場合のみ判定

補助金の精算は交付年度と同一年度に行っている

実績報告に事業費を証する領収書等が添付されてい
る

原則として補助対象外とすべき経費（人件費、交際
費等）に補助金を交付していない

［効率性］
事務が効率的に行われ生
産性が高いか。

補助率は1/2以下である
※該当する場合、02-06と02-07は判定不要

補助率が1/2を超える合理的な理由がある

補助率は1/2を超えているが、上限額を設定してい
る


